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デジタル金融包摂と国際送金の

貧困削減効果に関する研究

井 上 武 a

近年，携帯電話を始めとするデジタルデバイスの普及により，発展途上国の未銀

行化状態にあった人々がフォーマルな金融サービスにアクセスし，利用できるよう

になっている。こうしたデジタルデバイスを活用した新たな形態の金融包摂はデジ

タル金融包摂と呼ばれている。本稿では，デジタル金融包摂が進展することで途上

国の貧困状況が改善したかについてマクロデータによる分析を行っている。実証分

析の結果，デジタル金融包摂は貧困削減効果を持つこと，そして貧困削減に際して

デジタル金融包摂の進展は国際送金の流入拡大と代替関係にあることを明らかにし

ている。

キーワード デジタル金融包摂，国際送金，貧困削減

1 は じ め に

金融包摂は，フォーマルな金融仲介機関が提供する基本的な金融サービスへのアクセスや

利便性の拡大を促すことで，すべての人々，とりわけ低所得層の所得水準を引き上げ，貧困

削減を実現する金融発展の新しい概念である。発展途上国はこれまで金融包摂の進展に際し

て，総じてフォーマルな金融仲介機関の物理的ネットワークを拡大させることを重視する傾

向にあった。このため，関連する研究において金融包摂の進展度は商業銀行の支店や ATM

の数，開設された銀行口座の数，そして預金者や借入者の数などから捉えられ，このように

計測された金融包摂は途上国全体として貧困削減効果を持つことが実証的に明らかにされて

いる（例えば，Burgess and Pande, 2005 ; Honohan, 2008 ; Guillaumont Jeanneney and Kpodar,

2011 ; Neaime and Gaysset, 2018 ; Park and Mercado, 2018 ; Zhang and Ben Naceur, 2019）。

しかし，商業銀行が未銀行化地域で新たに支店を開設したり，ATMを設置するには多額

の費用がかかる一方，収益を挙げることは容易ではない。こうした中，途上国の中でも商業

銀行の支店や ATMの設置といった金融インフラの整備が相対的に進んでいないアフリカの
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一部の国では，携帯電話に代表されるデジタルデバイスが比較的早い段階から金融サービス

へのアクセスツールとして活用され，顧客は商業銀行の支店や ATMに赴くことなく，金融

サービスにアクセスし利用することができるようになっている。このデジタルデバイスを活

用した新たな形態の金融包摂は「デジタル金融包摂」と呼ばれており，デジタルデバイスの

普及とモバイル技術の進展により，最近ではアフリカ以外の国でも金融包摂を推進するツー

ルとして注目されている。

本研究は，こうした途上国の金融サービスにおけるデジタルデバイスの活用という新たな

展開を踏まえ，デジタル金融包摂が途上国の貧困緩和に貢献し得るかについて実証的な分析

を行うことを目的としている。本研究は次の点で金融包摂に関する既存研究とは異なってい

る。

第一に，既存研究は金融仲介機関の支店数や口座数の増加という観点から金融包摂の進展

度を計測しているが，本研究ではデジタル金融包摂の進展度を携帯電話の普及状況で計測し

ている。モバイルマネー口座の保有や利用といったデジタル金融サービスに関する需要サイ

ドのデータが十分に蓄積されていない中，デジタル金融包摂に関する供給サイドの変数とし

て捉えられ，比較的多くのデータが蓄積されている携帯電話の契約数をデジタル金融包摂の

代理変数として用いている。

第二に，携帯電話というツールの利用を通じて国際送金が途上国に流入する可能性を鑑み，

デジタル金融包摂と国際送金の交差項を考慮した分析を行っている。携帯電話を通じた送金

はこれまでは国内間での受け渡しが主流であったが，国境を越えた取引も拡大する傾向にあ

る（International Fund for Agricultural Development, 2015）。このため，交差項を考慮する

ことで，デジタル金融包摂と国際送金の途上国における貧困緩和に対する関係性を明らかに

する。

このように本研究はデジタル金融包摂と国際送金の相互連関性，並びにその貧困削減効果

を解明することで，既存研究を深化・発展させることを目的としている。デジタル金融包摂

の進展が途上国の低所得層の生活状況にどのような効果を持ち得るかについて，データに基

づく検証はこれまで行われていない。従って，本研究はこの点で独自性を持つ研究であると

考えられる。本研究の構成は以下のとおりである。第 2節では関連する先行研究について概

観する。第 3節では金融包摂の所得格差に対する効果を分析するためのモデルとデータにつ

いて説明し，第 4節で分析結果を提示する。最後に，第 5節で本研究の結論を述べる。

2 先行研究のサーベイ

フォーマルな金融仲介機関によって提供される基本的な金融サービスへのアクセスや利便

性の改善を示す金融包摂の進展は，未銀行化状態にある人々が多い国では特に重要な課題と
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なっている。こうした国では従来，銀行部門を中心にその物理的なネットワークを拡大させ

ることで金融包摂の実現が図られてきた。しかし近年，支払いや送金受取などにおいてデジ

タルデバイスを通じた取引が拡大しており，途上国においても未銀行化の人々がデジタルデ

バイスを活用して，フォーマルな金融サービスにアクセスし利用できるようになっている。

こうした動きを反映して，デジタルデバイスを活用した金融サービスに関する指標が国際

機関によって提供されている。例えば，国際通貨基金は，各国の中央銀行や金融監督機関か

ら収集した供給サイドのデータに基づき Financial Access Surveyを構築し，その中でモバ

イルマネー口座の数と残高，モバイルマネー取引の件数と金額，モバイル・インターネット

バンキング取引の件数と金額，そしてモバイルマネーエージェントの数などのデータを公開

している。また，世界銀行も各国からランダムに選ばれた15万人以上の成人に対する質問票

から集計された需要サイドの情報に基づき Global Findexを作成し，モバイルマネー口座を

所有した成人の割合，携帯電話を通じて公共料金を支払ったり，政府から給付金を受け取っ

たり，もしくは内国送金を行った成人の割合についてデータを提供している。

しかし，こうした指標のデータはいずれもまだ十分に蓄積されておらず，計量分析に際し

ては代理変数が用いられる傾向にある。このため本節では，初めに，デジタルデバイスを通

じた金融サービス利用の代理変数として携帯電話の契約数を用いている先行研究を概観する。

次に，本研究のもう一つの重要な変数である国際送金について，特に貧困状況に対する効果

を分析した代表的な先行研究を概観する。

2. 1 携帯電話の普及とその効果に関する研究

近年，多くの国で携帯電話の利用が拡大している。携帯電話は通話機能のみならず，イン

ターネットへの接続も可能であるため，固定電話に代わる通話手段としてだけではなく，イ

ンターネット経由で金融サービスを利用するツールにもなっている。もちろんすべての携帯

電話の利用者が携帯電話を使って金融サービスを利用している訳ではない。しかし，物理的

なインフラが十分に整備されていない国では，急速に普及しつつある携帯電話が通話以外に

送金や決済を始めとする金融サービス機能も兼ねる傾向がある
1）

。このため，これまで幾つか

の研究が携帯電話の普及をモバイルバンキングやフィンテックの代理変数として捉え，経済

成長や所得分配に対する効果を検証している。

携帯電話の普及と経済成長に関する研究としては，Andrianaivo and Kpodar（2012）や

Ghosh（2016）がある。Andrianaivo and Kpodar（2012）は銀行の支店や ATMによるカバレッ

ジが世界で最も低い地域であるアフリカにおいて，こうした金融インフラの状況を克服する

上で，携帯電話が有益なモバイル金融サービスを提供するツールになり得るかを検証してい

る。1988年から2007年までのアフリカ44カ国を対象に， 1人当たり実質 GDP成長率を携帯
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電話契約者数の人口に対する割合で説明するモデルを推定し，システム GMMにより推定

した結果，携帯電話の普及がアフリカの経済成長に貢献することを明らかにしている。また，

1人当たり銀行口座数で測られる金融包摂をモデルに追加して分析を行った場合，モバイル

金融サービスが利用できる国では携帯電話が普及するにつれて金融包摂と経済成長の関係が

より強まることも明らかにしている。

また Ghosh（2016）は，インドの州別パネルデータを用いて携帯電話と経済成長の関係を

分析している。インドでは，携帯電話の利用者数は2000年から2012年の間，550万人から 5

億人まで増加した。同国で銀行の支店数増加が頭打ちになるなか，急速に普及する携帯電話

を通じたモバイル金融サービスは，銀行支店に代わるものとして機能する可能性がある。こ

うした問題意識の下，携帯電話の利用拡大が経済成長に及ぼす効果を分析している。分析の

結果，携帯電話の普及は経済成長に対してプラスの効果を持つこと，そしてこの効果は携帯

電話が普及している州でより大きくなることを明らかにしている。

他方，携帯電話の普及と所得分配に関する研究としては，Asongu（2015）と Demir et al.

（2022）がある。Asongu（2015）は携帯電話の契約者数から携帯電話の浸透率を測り，これ

をモバイルバンキング活動の変数として捉えている。アフリカ52カ国の2003年から2009年ま

での平均成長率のクロスカントリーデータを用いて，ジニ係数で測られる所得格差を携帯電

話の浸透率で説明するモデルを推定した結果，携帯電話の浸透率は所得格差に対してマイナ

スの有意な符号を持つことを指摘している。この分析結果から，Asongu（2015）はそれまで

金融疎外であった人々が携帯電話の普及によってコスト効率的な手段を手に入れ，金融サー

ビスへのアクセスが促進されることで，所得格差の縮小につながると結論付けている。

Demir et al.（2022）は2011年，2014年，2017年の Global Findexのデータを用いて140カ国

を対象に，フィンテック，金融包摂，そして所得格差の相互関係を分析している。彼らの研

究では，フィンテックは過去 1年間，携帯電話を使って公共料金を支払った成人の割合から

測られている。また，金融包摂は過去 1年間，フォーマルな金融機関に口座を保有した成人

の割合，フォーマルな金融機関に預金した成人の割合，もしくはフォーマルな金融機関から

借入を行った成人の割合から代替的に計測されている。フィンテックで金融包摂を回帰し，

フィンテックが金融包摂のすべての変数に対してプラスの有意な効果を持つことを確認した

上で，フィンテックと金融包摂がジニ係数で測られる所得格差を説明するモデルを推定して

いる。プール OLSによる分析の結果，フィンテックと金融包摂の係数はいずれも有意でマ

イナスの符号を持つことから，フィンテックと金融包摂の進展が所得格差を縮小させる効果

を持つことを指摘している。

上記のように，先行研究からは携帯電話の普及が経済成長を促進し，所得格差を縮小させ

ることが明らかにされている。本研究ではこうした研究を参考に，携帯電話の普及が途上国
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の貧困状況を改善する可能性について分析を行う。

2. 2 国際送金の流入による貧困削減効果

途上国に流入する国際送金は1994年に政府開発援助を上回り，2020年には外国直接投資を

上回るなど，今や途上国にとって最大の資金流入源となっている。こうした顕著な拡大傾向

を背景に，国際送金が途上国経済に与える影響について，近年，多くの研究が行われている。

本項ではそうした研究の中でも，国際送金が途上国の貧困状況に与える効果を分析する先行

研究について概観する。

途上国への送金流入は様々な経路を通じて送金受取国の貧困削減に貢献すると考えられて

いる。例えば，送金の受取家計は送金を通じて得られた追加的な現金所得によって消費支出

を平準化させるだけでなく，生産活動を促進することが可能となり，その結果，受取国の一

人当たり所得水準は上昇することが期待される。また，送金は受取家計の衛生状態の改善や

子弟の教育資金に活用されることで，特に貧困層の生活水準を向上させることも考えられる。

途上国への送金流入の顕著な増加を背景に，途上国における送金の貧困削減効果について

実証的な分析が進められている（例えば，Adams and Page, 2005 ; Jongwanich, 2007 ; Gupta,

Pattillo, and Wagh, 2009 ; Portes, 2009 ; Vargas-Silva, Jha, and Sugiyarto, 2009 ; Anyanwu and

Erhijakpor, 2010 ; Serino and Kim, 2011 ; Imai et al., 2014 ; Majeed, 2015 ; Hassan, Chowdhury,

and Shakur, 2017 ; Masron and Subramaniam, 2018 ; Abduvaliev and Bustillo, 2020）。こうし

た研究は複数国のパネルデータを用いて，低所得層の所得水準，貧困率，貧困ギャップ， 2

乗貧困ギャップなどの貧困指標を被説明変数とするモデルを推定し，途上国への送金流入の

貧困削減効果の存在と大きさについて分析を行っている。

上記のうち，少数の例外を除いて，研究の大半は送金が途上国の貧困状況を緩和すること

を明らかにしている
2）

。但し，どの貧困指標を用いた場合，送金の貧困削減効果が統計的に有

意になるのか，そして送金の貧困削減効果はどの程度の大きさなのかについては，研究間で

相違が見られる
3）

。

例えば，Jongwanich（2007），Imai et al.（2014），そしてMasron and Subramaniam（2018）

は貧困状況を貧困率から計測し，送金が受入国における貧困状況を緩和する効果を持つこと

を明らかにしている。また，Adams and Page（2005），Anyanwu and Erhijakpor（2010），

Serino and Kim（2011），そして Hassan et al.（2017）は貧困状況を複数の指標から計測し，

途上国への送金流入が貧困率，貧困ギャップ比率，そして 2乗貧困ギャップ比率のすべての

指標に対してマイナスの有意な効果を持つことを示している。これに対して，Gupta et al.

（2009），Vargas-Silva et al.（2009），そして Abduvaliev and Bustillo（2020）は複数の貧困指

標のうち，Gupta et al.（2009）は 2乗貧困ギャップ比率，Vargas-Silva et al.（2009）は貧困率，
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そして Abduvaliev and Bustillo（2020）は貧困ギャップ比率を貧困指標として用いた場合，

送金の貧困削減効果は有意にならないと述べている。

また，先行研究の間には送金の貧困削減効果の大きさについても相違が見られる。例えば，

Adams and Page（2005），Jongwanich（2007），Anyanwu and Erhijakpor（2010），そして Abdu-

valiev and Bustillo（2020）などは送金の貧困削減効果が比較的大きいことを示しているのに

対して，Imai et al.（2014）はこの効果が限定的であると述べている。

以上のように，研究間では幾つかの点で多少の相違はあるものの，先行研究は総じて国際

送金の貧困削減効果を支持している。こうしたことを鑑み，本研究ではデジタル金融包摂と

国際送金の貧困削減プロセスにおける関係性を検証する。これは国際送金に焦点を当てた場

合，送金受入国における携帯電話の普及状況が送金の貧困削減効果にどのような影響を与え

得るかを分析することになる。

3 モデルとデータ

本研究では，デジタル金融包摂と送金流入の連関性とその貧困削減効果を分析するために，

以下のモデルを推定する。

POVi, t=â0POVi, t-1+â1DFIi, t+â2REMi, t+â3DFIi, t*REMi, t+ãXi, t+ái+ui, t （ 1）

POVi, tは貧困状況，DFIi, tはデジタル金融包摂，REMi, tは送金流入，Xi, tはコントロール

変数，áiは国特有の固定効果，ui, tは誤差項，i（=1, 2, ..., N）は国，そして t（=1, 2, ..., T）

は期間をそれぞれ示している。

被説明変数である貧困状況（POV）は，代表的な貧困指標の一つである貧困率，すなわ

ち貧困線未満で生活する人々の人口全体に対する割合によって計測する。貧困率を測る際の

貧困線として， 1人当たり 1日1.90ドルと， 1人当たり 1日3.20ドルの双方を用いており，

これらに基づく貧困率をそれぞれ POV1，POV2と表記している。（ 1）式の説明変数として，

貧困率のラグを考慮しているが，これは貧困状況がそれ自身の過去の水準によって影響を受

けることによる。

この研究において最も重要な説明変数がデジタル金融包摂（DFI）である。ここでは Khera

et al.（2021）などの先行研究に基づき，携帯電話の契約数からデジタル金融包摂の進展度を

計測する。非自発的な理由でフォーマルな金融から疎外される人々は所得水準が相対的に低

い階層である傾向が見られる。携帯電話が普及して，デジタルデバイスを通じた金融包摂が

進むことで，こうした人々は適切なコストで信用や決済などの基本的な金融サービスの恩恵

を受け，経済活動を拡大させたり，生産的な資産を増加させることができるようになると考
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えられる。このため，（ 1）式の DFIの係数はマイナスの符号を持つことが予想される。

本研究では，国際送金（REM）も重要な説明変数として考慮しており，送金流入額の GDP

比として定義している。出稼ぎ労働者からの送金拡大は本国の家族にとっては追加的な収入

となり，消費・投資・貯蓄の拡大を通じて，彼らの生活水準の向上につながると考えられる。

このため，（ 1）式の REMの係数はマイナスの符号を持つと予想される。

デジタル金融包摂と国際送金の交差項（POV*REM）は貧困状況に対して国際送金（デ

ジタル金融包摂）が影響を与える際のデジタル金融包摂（国際送金）の重要度を示している。

貧困率に対するデジタル金融包摂の変化の限界効果は，∙POV|∙DFI=â1＋â3REMで示され

る。デジタル金融包摂と国際送金が貧困指標に対してマイナスの符号を持つことを前提にす

ると，その交差項がマイナスの符号を持つ場合，これはデジタル金融包摂と国際送金が途上

国の貧困緩和に対して補完関係にあることを意味する。他方，デジタル金融包摂と国際送金

の交差項がプラスの符号を持つ場合，デジタル金融包摂は貧困削減において国際送金を代替

することになる。交差項の符号は先験的に決めることができないため，（ 1）式の推定を通じ

て明らかにする。

その他の説明変数（X）として， 1人当たり所得（GDP），インフレ率（INF），政府支出

（GOV），経済開放（EXIM），そして所得格差（GINI）をコントロールしている。コントロー

ル変数のうち， 1人当たり所得（GDP）の増加は途上国の貧困緩和を実現する上で最も強

力なツールであると考えられている（Ravallion and Chen, 1997 ; Ravallion, 2001 ; Dollar and

Kraay, 2002 ; Besley and Burgess, 2003 ; Jalilian and Kirkpatrick, 2005）。このため，（ 1）式で

は GDPの係数はマイナスの符号を持つことが予想される。

インフレ率（INF）は消費者物価指数の対数変化として定義している。低所得層は彼らの

表 1 変数の定義

変数 定 義

POV1 1 人当たり 1日1.90ドル（2011年時点の購買力平価価格）未満で生活

する人々の人口全体に占める割合（％）

POV2 1 人当たり 1日3.20ドル（2011年時点の購買力平価価格）未満で生活

する人々の人口全体に占める割合（％）

DFI 100人当たりの携帯電話契約数の対数

REM 送金流入額の GDP比（％）

GDP 1 人当たり実質 GDPの対数

INF 消費者物価指数（2000＝100）の対数差分

GOV 一般政府最終消費支出の GDP比（％）

EXIM 財・サービスの輸出入額の GDP比（％）

GINI ジニ係数（％）
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僅かな資産の多くを現金の形で保有したり，物価変化の影響をヘッジする金融商品へのアク

セスが制限される傾向にある。このため，低所得層は予測できない大幅な物価水準の変化に

よって相対的に大きなマイナスの影響を受けると考えられ（Easterly and Fischer, 2001 ;

Holden and Prokopenko, 2001），INFの係数はプラスの符号を持つと予想される。

一般政府最終消費支出の GDP比で測られる政府支出（GOV）は各国政府による再分配政

策の代理変数として考慮している。政府支出の増加が貧困層にどのような影響を与えるかは，

公的資源が貧困層に対して恩恵をもたらす用途に用いられるか，そしてこれがどの程度用い

られるかに依存している（Cepparulo, Cuestas, and Intartaglia, 2017）。政府支出増加の恩恵

が貧困層以外の階層に及ぶ場合，政府支出は貧困削減にはつながらない。このため，GOV

の符号は先験的には明確ではない。

経済開放（EXIM）は輸出入額の GDP比として計測されている。先行研究は経済開放が

途上国の貧困層に対してどのように影響するかについて必ずしも一致した結論には至ってい

ない。例えば，Dollar and Kraay（2004）は複数国を対象にした分析の中で，貿易統合で測

られる経済開放は貧困状況を緩和することを観察している。その一方，幾つかの研究は経済

開放が実際に貧困削減に貢献することについて疑問視している（Wade, 2004 ; Milanovic,

2005）。従って，EXIMの係数の符号について先験的に予想することができない。

最後に，所得格差（GINI）はジニ係数に基づき計測する。ある一定水準の経済成長は所

得格差が高い国に比べて所得格差が低い国においてより貧困を削減することが知られている

（Ravallion, 1997 ; Adams and Page, 2005）。このため，（ 1）式において GINIの係数はプラス

になることが予想される。

なお，モデルに含まれるすべての変数のデータはWorld BankのWorld Development Indi-

catorsから入手している。パーセント表示以外の変数は対数を取っている。推定に際しては

2000年から2019年までの123カ国のアンバランスパネルデータを用いており，対象国は低所

表 2 記述統計

変数 平均 標準偏差 最大 最小

POV1 12.8890 18.3770 94.3000 0.0000

POV2 26.2133 25.8758 98.5000 0.0000

DFI 3.3516 1.6953 5.3363 �4.0123
REM 5.8332 7.4168 53.8261 0.0000

GDP 7.7002 0.9306 9.5610 5.5553

INF 0.0691 0.1077 1.8146 �0.1997
GOV 15.2606 9.8746 147.7333 0.9517

EXIM 76.7814 36.6636 347.9965 0.1674

GINI 40.8118 8.6276 64.8000 24.0000
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得国，低中所得国，そして高中所得国の途上国から構成されている。表 1は変数の定義，表

2は記述統計を表示している。

4 分 析 結 果

表 3は変数間の相関係数を示している。この表から変数間の相関は総じて強くはないこと

が分かる。Kennedy（2008）は相関係数が0.8を上回る場合，多重共線性が問題になる可能性

があると指摘している。この基準に当てはまるのは POV1と POV2であるが，これらは 1

つのモデルに同時に含まれることはない。このため，多重共線性は推定に際して深刻な問題

とはなっていない。

（ 1）式の推定に際しては，Arellano and Bond（1991）のダイナミックパネル GMM推定量

を用いている。これは推定モデルの説明変数にラグ付き被説明変数が含まれており，説明変

数の潜在的な内生性に対処していることによる
4）

。

表 4と表 5は推定結果を示している。いずれの表においても，モデルに含まれる説明変数

に応じて10のケースに分けて推定結果を表示している。ケース 1とケース 2ではデジタル金

融包摂と国際送金のみをそれぞれ説明変数として用いている。ケース 3ではデジタル金融包

摂と国際送金の両方を説明変数としてモデルに含め，ケース 4ではケース 3にデジタル金融

包摂と国際送金の交差項を追加している。ケース 5からケース 9ではその他の説明変数とし

て所得水準，インフレ率，政府支出，経済開放，そして所得格差をそれぞれコントロールし

ている。そしてケース10では，こうしたコントロール変数をすべて同時に考慮している。表

4では被説明変数として 1人当たり 1日1.90ドルの貧困線未満で生活する人々の人口全体に

対する割合（POV1），そして表 5では被説明変数として 1人当たり 1日3.20ドルの貧困線未

満で生活する人々の人口全体に対する割合（POV2）を用いている。

表 4の主要な分析結果は以下のとおりである。第一に，デジタル金融包摂（DFI）の係数

表 3 相関係数

POV1 POV2 DFI REM GDP INF GOV EXIM GINI

POV1 1.0000

POV2 0.9347 1.0000

DFI �0.5034 �0.5653 1.0000

REM �0.1344 �0.0709 0.0776 1.0000

GDP �0.7217 �0.7951 0.4979 �0.2836 1.0000

INF 0.0128 0.0299 �0.1935 �0.0759 �0.0213 1.0000

GOV �0.0431 �0.0860 0.0730 0.0787 0.0332 �0.0372 1.0000

EXIM �0.1481 �0.1652 0.0791 0.2711 �0.0484 0.0954 0.1978 1.0000

GINI 0.2130 0.1465 �0.0727 �0.2098 0.1738 �0.1184 �0.0554 �0.2731 1.0000
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はすべてのケースでマイナスの符号を持ち，統計的に有意になった。また，国際送金（REM）

の係数もすべてのケースでマイナスの符号を持ち，統計的に有意になった。このため，100

人当たりの携帯電話契約数で測ったデジタル金融包摂の拡大と，国際送金の流入拡大はいず

れも途上国の貧困状況の改善につながると考えられる。

次に，デジタル金融包摂と国際送金の交差項（DFI*REM）はすべてのケースでプラス

の符号を持ち，統計的に有意となっている。金融包摂と国際送金の貧困削減効果を前提にす

ると，この交差項の結果は，デジタル金融包摂と国際送金は貧困削減に対して代替関係にあ

ることを示唆している。換言すると，デジタル金融包摂（国際送金）は国際送金が流入して

いない（デジタル金融包摂が進んでいない）国で一層貧困削減効果を持つことを示している。

コントロール変数に関しては，所得水準（GDP），政府支出（GOV），そして経済開放

（EXIM）の係数はいずれもマイナスの符号を持ち，統計的に有意となっている。このため，

1人当たり所得の増加，政府支出の増加，そして経済開放の拡大は貧困削減に貢献している

と考えられる。他方，インフレ率（INF）とジニ係数（GINI）はいずれもプラスの符号を

持ち，統計的に有意になっている。この結果はインフレ率の上昇と所得格差の拡大が途上国

の貧困を悪化させることを示唆している。

表 5の分析結果は，表 4の結果と概ね一致している。すなわち，DFIと REMはいずれも

マイナスの符号を持つ一方，これらの交差項はプラスの符号を持ち，統計的に有意になって

いる。なお，これらの変数の係数値の大きさは表 5の方が表 4よりも大きくなっている。次

に，コントロール変数については，表 4と同様，GDP，GOV，EXIMはマイナスの符号，

そして INFと GINIはプラスの符号を持ち，個別に考慮した場合，いずれも有意になって

いる。但し，表 4の結果とは異なり，表 5ではすべてのコントロール変数を考慮したケース

10において GOVと EXIMは統計的有意性を失っている。

最後に，表 4と表 5では操作変数の妥当性を確認するために，Hansen検定と Arellano–

Bond系列相関検定の結果をケースごとに報告している。初めに，Hansen検定では，J統計

量によって示されるように「操作変数の数は過剰ではない」という帰無仮説はすべてのケー

スで棄却されない。次に，Arellano–Bond系列相関検定では，「 1階階差の誤差項は系列相

関しない」という帰無仮説が AR（1）では棄却され，AR（2）では棄却されない。以上の診

断検定の結果から，操作変数は過剰識別制約を満たしており，モデルは適切に特定化されて

いると判断することができる。

5 お わ り に

本研究では，携帯電話の普及によって代理されるデジタル金融包摂が国際送金とともに途

上国の貧困状況に対してどのような効果を持ち得るのかについて分析を行った。2000年から
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2019年までの途上国123カ国のパネルデータを用いた分析の結果，次のことが明らかになっ

た。

第一に，デジタル金融包摂と国際送金は貧困指標である貧困率に対してそれぞれマイナス

の有意な効果を持っている。これは貧困率を 1日 1人当たり1.90ドルの貧困線で測った場合

でも 1日 1 人当たり3.20ドルの貧困線で測った場合でも成り立つ。このため，デジタル金融

包摂の進展と国際送金の流入拡大はそれぞれ途上国の貧困削減につながる可能性がある。国

際送金の貧困削減効果についてはこれまで関連する多くの研究によって指摘されており，こ

の点で本研究は先行研究の結果を確認している。他方，デジタル金融包摂の効果に関しては，

既存研究は携帯電話の普及が経済成長を促進したり，所得格差を縮小することは示してきた

が，貧困状況に対する効果を分析したものは知りうる限りなく，この点で本研究は新たな貢

献となっている。

第二に，デジタル金融包摂と国際送金の交差項は貧困指標に対してプラスの符号を持ち，

POV1と POV2のいずれの貧困指標に対してもすべてのケースで統計的に有意となってい

る。この結果は，デジタル金融包摂と国際送金がそれぞれ貧困指標に対してマイナスの符号

を持っていることを前提にすると，貧困削減過程においてデジタル金融包摂と国際送金が互

いに代替的な関係にあることを意味している。すなわち，デジタル金融包摂が進んでいる国

では国際送金の貧困削減効果は低く，反対に国際送金の流入額が多い国ではデジタル金融包

摂の貧困削減効果が低いと解釈される。本研究ではデジタル金融包摂の代理変数として携帯

電話の契約数を用いている。携帯電話は一部の途上国では送金のツールとして既に活用され

ていることが知られているが，これまでは国内間送金での利用が中心であると言われている。

国内送金が優勢である地域では，国際送金に対する需要が比較的多くないとするなら，交差

項の分析結果はこれを裏付けていると考えられる。

第三に，コントロール変数のうち，所得水準，政府支出，そして経済開放は途上国の貧困

を緩和する効果を持つ一方，インフレ率と所得格差は貧困を悪化させる効果を持つことが分

かった。従って，途上国政府が貧困緩和を実現するためには，国内外の金融発展を進展させ

るとともに，インフレ上昇の抑制，所得格差の引き下げ，所得水準の向上，政府支出の増加，

そして貿易拡大を進めることが必要であると考えられる。

注

本研究は，公益財団法人全国銀行学術研究振興財団の助成を受けている。

1）例えば，ケニアのM-Pesaでは銀行口座を持たない人々でも携帯電話を使ってモバイル口座を

開設し，預金と引き出し，送金，決済，そして商品購入を行うことができる。

2）Majeed（2015）は途上国65カ国を対象に代替的な計量手法を用いて，貧困率で測られる貧困状

況に対する国際送金の効果を考察している。分析の結果，OLS，2SLS，そして GMMのいずれ
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の手法を用いた場合でも，国際送金は貧困率に対してプラスの有意な効果を持つことを示してい

る。但し，2SLSと GMMによる分析からは，マネーサプライと民間信用の GDP比でそれぞれ

測られる金融発展と国際送金の交差項をモデルに含めた場合，交差項の係数はマイナスで有意に

なること，そして対象国を金融面で発展している国とそうではない国に分けた場合，金融面で発

展している国では送金の係数は有意ではなくなることを指摘している。このため，送金の貧困状

況に対する効果は金融発展の水準に依存して変化し，送金は金融発展が低い水準の国でのみ貧困

を悪化させる効果を持つ可能性があると述べている。

3）Akobeng（2016）や Inoue（2018）など，国際送金の貧困削減効果は送金受入国における金融発

展の水準に応じて変化し得ることを指摘する研究もある。

4）推定に際しては，被説明変数である貧困率の 2次以降のラグを dynamic instrumental variable，

そして（ 1）式のモデルに含まれるすべての説明変数の 1階階差のラグを standard instrumental

variableとして用いている。
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